
座間市における事件の再発防止策の実施状況

再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
1．SNS等における自殺に関する不適切な書き込みへの対策

（1）削除等に対する事業者・利用者の理解の促進

①　利用規約等（自
殺の誘引情報等の
書き込みの禁止・
削除等）による対
応の徹底等に関す
る事業者への要請

総務省

○自殺の誘引情報等に対する事業者の
取組状況について、運用上の問題や
具体的対応に係る相談等がないか
フォローアップを行った。事業者団
体によれば、令和４年３月時点では、
自殺の誘引情報等の書込み禁止を利
用規約等に明記・運用する取組みに
関し、加盟事業者において特段の問
題等は出てきていないとの回答が示
された。

○自殺の誘引情報等に対する事業
者の取組状況について、運用上
の問題や具体的対応に係る相談
等がないかフォローアップ

○引き続き、自殺の誘引情報等に対する事業者の取組
状況について、年に1回程度事業者団体に対しフォ
ローアップを継続予定

○各事業者団体に対し、それぞれの加
盟事業者へ注意喚起や周知をするよ
う要請

○自殺誘引情報等の書き込み禁止
の利用規約明記と利用者への注
意喚起、その規定の適切な運用
について、事業者への周知を行
うよう事業者団体に対して改め
て要請（平成29年12月7日）

総務省
経済産業省

○SNS事業者による自主的な取組状況
のフォローアップの継続や必要に応
じた更なる取組強化に係る働きかけ
等の検討

○SNS事業者による自主的な取組
状況のフォローアップの継続や
必要に応じた更なる取組強化に
係る働きかけ等の検討

○SNS事業者による自主的な取組状況のフォローアッ
プの継続や必要に応じた更なる取組強化に係る働き
かけ等の検討予定

②　利用規約等の遵
守に関する利用者
への注意喚起

総務省

○人を自殺に誘引・勧誘する情報等の
書き込みが利用規約等の違反である
旨を盛り込んだe-ネットキャラバン
の内容を基にした利用者のSNS適正
利用の促進

○人を自殺に誘引・勧誘する情報
等の書き込みが利用規約等の違
反である旨を盛り込んだe-ネッ
トキャラバンの内容を基に、利
用者のSNSの適正利用を促進

○実施件数（R3：2,559件、R2：1,208件、R1：2,660
件）

○受講人数（R3：約40万人、R2：約14万人、R1：約
39万人）

○引き続き、人を自殺に誘引・勧誘する情報等の書き
込みが利用規約等の違反である旨を盛り込んだe-
ネットキャラバンの内容を基に、利用者のSNSの適
正利用を促進予定

経済産業省 ○インターネット安全教室等で配布す
る資料の更新

○インターネット安全教室等で配
布する資料を更新

○インターネット安全教室等で配布する資料を必要に
応じて更新予定

警察庁

○インターネット利用を通じた児童の
犯罪被害を防止するため、最近の被
害事例や相談窓口等を盛り込んだ
リーフレットを作成し、警察庁ウェ
ブサイトに掲載するとともに、都道
府県警察を通じて児童、保護者等に
配布（令和4年2月）

○インターネット利用を通じた児
童の犯罪被害防止に向けて、最
近の被害事例や相談窓口等を盛
り込んだリーフレット、DVD等
を作成するなど、広報啓発活動
を推進

○警察庁において、児童の犯罪被害を防止するための
広報啓発リーフレットを作成予定

○引き続き、都道府県警察等において広報啓発活動を
実施予定

【令和３年度予算額：0.5百万円】 【令和４年度予算額：0.5百万円】

文部科学省

○有識者の意見を得ながら、情報モラ
ル教育の推進に係る動画教材を含む
教師用指導資料を作成・公開（令和
4年3月）

○有識者の意見を得ながら、情報
モラル教育の推進に係る動画教
材を含む教師用指導資料の改訂
版を作成・公開

○情報モラル教育の充実に向けて、情報モラルを含む
情報活用能力ポータルサイト等を作成・公開予定

○「GIGAスクール構想の下で整備さ
れた学校における１人１台端末等の活
用に関する方針について」において、
情報モラル教育の推進について、全
国の教育委員会等に対して周知（令
和4年3月）

○「GIGAスクール構想の下で整備
された学校における１人１台端末
等の活用に関する方針について」
において、情報モラル教育の推
進について、全国の教育委員会
等に対して周知

【令和３年度予算額：情報モラル教育推
進事業54百万円の内数】

【令和４年度予算額：情報モラル教育推進事業55百万円
の内数】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
1．SNS等における自殺に関する不適切な書き込みへの対策

（1）削除等に対する事業者・利用者の理解の促進

①　利用規約等（自
殺の誘引情報等の
書き込みの禁止・
削除等）による対
応の徹底等に関す
る事業者への要請

総務省

○自殺の誘引情報等に対する事業者の
取組状況について、運用上の問題や
具体的対応に係る相談等がないか
フォローアップを行った。事業者団
体によれば、令和４年３月時点では、
自殺の誘引情報等の書込み禁止を利
用規約等に明記・運用する取組みに
関し、加盟事業者において特段の問
題等は出てきていないとの回答が示
された。

○自殺の誘引情報等に対する事業
者の取組状況について、運用上
の問題や具体的対応に係る相談
等がないかフォローアップ

○引き続き、自殺の誘引情報等に対する事業者の取組
状況について、年に1回程度事業者団体に対しフォ
ローアップを継続予定

○各事業者団体に対し、それぞれの加
盟事業者へ注意喚起や周知をするよ
う要請

○自殺誘引情報等の書き込み禁止
の利用規約明記と利用者への注
意喚起、その規定の適切な運用
について、事業者への周知を行
うよう事業者団体に対して改め
て要請（平成29年12月7日）

総務省
経済産業省

○SNS事業者による自主的な取組状況
のフォローアップの継続や必要に応
じた更なる取組強化に係る働きかけ
等の検討

○SNS事業者による自主的な取組
状況のフォローアップの継続や
必要に応じた更なる取組強化に
係る働きかけ等の検討

○SNS事業者による自主的な取組状況のフォローアッ
プの継続や必要に応じた更なる取組強化に係る働き
かけ等の検討予定

②　利用規約等の遵
守に関する利用者
への注意喚起

総務省

○人を自殺に誘引・勧誘する情報等の
書き込みが利用規約等の違反である
旨を盛り込んだe-ネットキャラバン
の内容を基にした利用者のSNS適正
利用の促進

○人を自殺に誘引・勧誘する情報
等の書き込みが利用規約等の違
反である旨を盛り込んだe-ネッ
トキャラバンの内容を基に、利
用者のSNSの適正利用を促進

○実施件数（R3：2,559件、R2：1,208件、R1：2,660
件）

○受講人数（R3：約40万人、R2：約14万人、R1：約
39万人）

○引き続き、人を自殺に誘引・勧誘する情報等の書き
込みが利用規約等の違反である旨を盛り込んだe-
ネットキャラバンの内容を基に、利用者のSNSの適
正利用を促進予定

経済産業省 ○インターネット安全教室等で配布す
る資料の更新

○インターネット安全教室等で配
布する資料を更新

○インターネット安全教室等で配布する資料を必要に
応じて更新予定

警察庁

○インターネット利用を通じた児童の
犯罪被害を防止するため、最近の被
害事例や相談窓口等を盛り込んだ
リーフレットを作成し、警察庁ウェ
ブサイトに掲載するとともに、都道
府県警察を通じて児童、保護者等に
配布（令和4年2月）

○インターネット利用を通じた児
童の犯罪被害防止に向けて、最
近の被害事例や相談窓口等を盛
り込んだリーフレット、DVD等
を作成するなど、広報啓発活動
を推進

○警察庁において、児童の犯罪被害を防止するための
広報啓発リーフレットを作成予定

○引き続き、都道府県警察等において広報啓発活動を
実施予定

【令和３年度予算額：0.5百万円】 【令和４年度予算額：0.5百万円】

文部科学省

○有識者の意見を得ながら、情報モラ
ル教育の推進に係る動画教材を含む
教師用指導資料を作成・公開（令和
4年3月）

○有識者の意見を得ながら、情報
モラル教育の推進に係る動画教
材を含む教師用指導資料の改訂
版を作成・公開

○情報モラル教育の充実に向けて、情報モラルを含む
情報活用能力ポータルサイト等を作成・公開予定

○「GIGAスクール構想の下で整備さ
れた学校における１人１台端末等の活
用に関する方針について」において、
情報モラル教育の推進について、全
国の教育委員会等に対して周知（令
和4年3月）

○「GIGAスクール構想の下で整備
された学校における１人１台端末
等の活用に関する方針について」
において、情報モラル教育の推
進について、全国の教育委員会
等に対して周知

【令和３年度予算額：情報モラル教育推
進事業54百万円の内数】

【令和４年度予算額：情報モラル教育推進事業55百万円
の内数】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
（2）事業者・関係者による削除等の強化

①　事業者による自
主的な削除の強化

警察庁

○民間委託により運営するインター
ネット・ホットラインセンターにお
いて、一般のインターネット利用者
等から自殺誘引等情報に関する通報
を受理し、サイト管理者等へ削除依
頼を実施

○民間委託により運営するイン
ターネット・ホットラインセン
ターにおいて、一般のインター
ネット利用者等から自殺誘引等
情報に関する通報を受理し、サ
イト管理者等へ削除を依頼

○通報件数（R3：2,611件、R2：4,329件、R1：2,629
件）

○削除依頼件数（R3：2,199件、R2：4,218件、R1：
2,560件）

○削除件数（R3：942件、R2：1,733件、R1：1,758件）

○インターネット・ホットラインセンターにおいて、
一般のインターネット利用者等から自殺誘引等情報
に関する通報を受理し、サイト管理者等へ削除を依
頼予定

経済産業省

○青少年ネット利用環境整備協議会が
公表した「座間市における殺人事件
を受けての緊急提言について」を受
けて、SNS事業者が自殺に関連する
情報に的確に対応できるよう、関係
省庁間で連携して必要な情報提供、
助言を行うなど、同協議会の活動に
協力

○青少年ネット利用環境整備協議
会が公表した「座間市における
殺人事件を受けての緊急提言に
ついて」を受けて、SNS事業者
が自殺に関連する情報に的確に
対応できるよう、関係省庁間で
連携して必要な情報提供、助言
を行うなど、同協議会の活動に
協力

○SNS事業者が自殺に関連する情報に的確に対応でき
るよう、関係省庁間で連携して必要な情報提供、助
言を行うなど、同協議会の活動に引き続き協力予定

②　事業者による削
除を支える団体の
支援

警察庁

○民間委託により運営するインター
ネット・ホットラインセンターにお
いて、一般のインターネット利用者
等から自殺誘引等情報に関する通報
を受理し、サイト管理者等へ削除依
頼を実施

○民間委託により運営するイン
ターネット・ホットラインセン
ターにおいて、一般のインター
ネット利用者等から自殺誘引等
情報に関する通報を受理し、サ
イト管理者等へ削除を依頼

○通報件数（R3：2,611件、R2：4,329件、R1：2,629
件）

○削除依頼件数（R3：2,199件、R2：4,218件、R1：
2,560件）

○削除件数（R3：942件、R2：1,733件、R1：1,758件）

○インターネット・ホットラインセンターにおいて、
一般のインターネット利用者等から自殺誘引等情報
に関する通報を受理し、サイト管理者等へ削除を依
頼予定

○インターネット上の自殺誘引等情報
を収集し、インターネット・ホット
ラインセンターへ通報する業務（サ
イバーパトロール業務）を民間委託
により実施

○インターネット上の自殺誘引等
情報を収集し、インターネッ
ト・ホットラインセンターへ通
報する業務（サイバーパトロー
ル業務）を民間委託により実施

○民間委託による通報件数（R3：2,287件、R2：3,808
件、R1：2,244件）

○民間委託による削除依頼件数（R3：2,087件、R2：
3,723件、R1：2,191件）

○民間委託による削除件数（R3：882件、R2：1,502件、
R1：1,465件）

○インターネット上の自殺誘引等情報を収集し、イン
ターネット・ホットラインセンターへ通報する業務

（サイバーパトロール業務）を民間委託により実施
予定

【令和３年度予算額：ホットライン業務等
の外部委託　125百万円】

【令和４年度予算額：ホットライン業務等の外部委託　
101百万円】

③　インターネット・
ホットラインセン
ター及び違法・有
害 情 報 相 談 セ ン
ターの間の連携強
化

総務省
警察庁

○違法有害情報相談センターで受理し
た相談がインターネット・ホットラ
インセンターにて対応することが適
当と認められる案件について、随時
相談者に対してその旨を教示できる
ような体制の整備

○両センター、警察庁及び総務省
により意見交換を実施（平成29
年12月5日）し、両センターが受
理した通報等で、自らの事業対
象ではなく相手方で対応するこ
とが適当と認められるものにつ
いては、通報者等に対し適宜そ
の旨を教示するなど両センター
間で連携

○両センターにおける連携強化を継続していく予定

○インターネット・ホットラインセン
ターにおいて、自殺に関する相談と
して通報が寄せられたものについて
は、その都度違法・有害情報相談セ
ンターの窓口を教示

○インターネット・ホットライン
センターにおいて、自殺に関す
る相談として通報が寄せられた
ものについては、その都度違
法・有害情報相談センターの窓
口を教示
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
（2）事業者・関係者による削除等の強化

①　事業者による自
主的な削除の強化

警察庁

○民間委託により運営するインター
ネット・ホットラインセンターにお
いて、一般のインターネット利用者
等から自殺誘引等情報に関する通報
を受理し、サイト管理者等へ削除依
頼を実施

○民間委託により運営するイン
ターネット・ホットラインセン
ターにおいて、一般のインター
ネット利用者等から自殺誘引等
情報に関する通報を受理し、サ
イト管理者等へ削除を依頼

○通報件数（R3：2,611件、R2：4,329件、R1：2,629
件）

○削除依頼件数（R3：2,199件、R2：4,218件、R1：
2,560件）

○削除件数（R3：942件、R2：1,733件、R1：1,758件）

○インターネット・ホットラインセンターにおいて、
一般のインターネット利用者等から自殺誘引等情報
に関する通報を受理し、サイト管理者等へ削除を依
頼予定

経済産業省

○青少年ネット利用環境整備協議会が
公表した「座間市における殺人事件
を受けての緊急提言について」を受
けて、SNS事業者が自殺に関連する
情報に的確に対応できるよう、関係
省庁間で連携して必要な情報提供、
助言を行うなど、同協議会の活動に
協力

○青少年ネット利用環境整備協議
会が公表した「座間市における
殺人事件を受けての緊急提言に
ついて」を受けて、SNS事業者
が自殺に関連する情報に的確に
対応できるよう、関係省庁間で
連携して必要な情報提供、助言
を行うなど、同協議会の活動に
協力

○SNS事業者が自殺に関連する情報に的確に対応でき
るよう、関係省庁間で連携して必要な情報提供、助
言を行うなど、同協議会の活動に引き続き協力予定

②　事業者による削
除を支える団体の
支援

警察庁

○民間委託により運営するインター
ネット・ホットラインセンターにお
いて、一般のインターネット利用者
等から自殺誘引等情報に関する通報
を受理し、サイト管理者等へ削除依
頼を実施

○民間委託により運営するイン
ターネット・ホットラインセン
ターにおいて、一般のインター
ネット利用者等から自殺誘引等
情報に関する通報を受理し、サ
イト管理者等へ削除を依頼

○通報件数（R3：2,611件、R2：4,329件、R1：2,629
件）

○削除依頼件数（R3：2,199件、R2：4,218件、R1：
2,560件）

○削除件数（R3：942件、R2：1,733件、R1：1,758件）

○インターネット・ホットラインセンターにおいて、
一般のインターネット利用者等から自殺誘引等情報
に関する通報を受理し、サイト管理者等へ削除を依
頼予定

○インターネット上の自殺誘引等情報
を収集し、インターネット・ホット
ラインセンターへ通報する業務（サ
イバーパトロール業務）を民間委託
により実施

○インターネット上の自殺誘引等
情報を収集し、インターネッ
ト・ホットラインセンターへ通
報する業務（サイバーパトロー
ル業務）を民間委託により実施

○民間委託による通報件数（R3：2,287件、R2：3,808
件、R1：2,244件）

○民間委託による削除依頼件数（R3：2,087件、R2：
3,723件、R1：2,191件）

○民間委託による削除件数（R3：882件、R2：1,502件、
R1：1,465件）

○インターネット上の自殺誘引等情報を収集し、イン
ターネット・ホットラインセンターへ通報する業務

（サイバーパトロール業務）を民間委託により実施
予定

【令和３年度予算額：ホットライン業務等
の外部委託　125百万円】

【令和４年度予算額：ホットライン業務等の外部委託　
101百万円】

③　インターネット・
ホットラインセン
ター及び違法・有
害 情 報 相 談 セ ン
ターの間の連携強
化

総務省
警察庁

○違法有害情報相談センターで受理し
た相談がインターネット・ホットラ
インセンターにて対応することが適
当と認められる案件について、随時
相談者に対してその旨を教示できる
ような体制の整備

○両センター、警察庁及び総務省
により意見交換を実施（平成29
年12月5日）し、両センターが受
理した通報等で、自らの事業対
象ではなく相手方で対応するこ
とが適当と認められるものにつ
いては、通報者等に対し適宜そ
の旨を教示するなど両センター
間で連携

○両センターにおける連携強化を継続していく予定

○インターネット・ホットラインセン
ターにおいて、自殺に関する相談と
して通報が寄せられたものについて
は、その都度違法・有害情報相談セ
ンターの窓口を教示

○インターネット・ホットライン
センターにおいて、自殺に関す
る相談として通報が寄せられた
ものについては、その都度違
法・有害情報相談センターの窓
口を教示
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
2．インターネットを通じて自殺願望を発信する若者の心のケアに関する対策

（1）ICTを活用した相談機能の強化

①　ICTを活用した
相談機能の強化

厚生労働省
経済産業省

総務省

○検索事業者（6社）はすべて、PC及
びスマートフォンのポータルサイト
で「死にたい」等のキーワード検索
をしたユーザーに対し、検索結果の
最上段に厚生労働省のHPに掲載し
た相談窓口情報のページを掲出させ、
ユーザーを適切な支援につなげられ
るよう対応

○自殺願望を表す用語が検索され
た場合等に適切な相談窓口を案
内する取組の実施を検索事業者
に対して要請

○引き続き、検索事業者及びSNS事業者による自主的
な取組の状況についてフォローアップを継続すると
ともに、必要に応じて更なる取組強化の働きかけ等
を検討する予定

○SNS提供事業者は、自殺関連ワード
の検索をしたユーザーに対し、それ
ぞれが提携・パートナーシップと
なっている民間支援団体やNPO団体
の相談先を掲出したり、HPへ誘導
したりするなどの取組を実施

○自殺願望を表す用語が検索され
た場合等に適切な相談窓口を案
内する取組をSNS事業者に対し
て要請

○検索事業者、SNS提供事業者と
自殺対策関係NPO法人のつなぐ
場を開催し、取組の紹介や意見
交換を実施

○「検索サービスの健全な発展に
関する研究会」の臨時会合にお
いて、検索事業者と意見交換を
実施し、自殺予防に向けた事業
者間の連携強化を確認

○厚生労働省のHP（自殺対策の施
策情報ページ）において相談窓
口情報を整理。検索事業者（6
社）、SNS提供事業者（5社）に
対し、同HPへ誘導することにつ
いて検討を依頼

○検索事業者、SNS提供事業者へ
の個別ヒアリングにより、ICT
を活用した誘導・相談支援の取
組や課題についての情報交換を
実施

法務省

○自殺願望を表す用語が検索された場
合等にインターネット人権相談受付
窓口等を案内するなど、若者を効果
的に相談窓口につなげる支援等を促
進

○自殺願望を表す用語が検索され
た場合等にインターネット人権
相談受付窓口等を案内するなど、
若者を効果的に相談窓口につな
げる支援等を促進

○自殺願望を表す用語が検索された場合等にインター
ネット人権相談受付窓口等を案内するなど、若者を
効果的に相談窓口につなげる支援等を引き続き促進
する予定

【令和３年度予算額：3,552,024千円の内
数】

【令和４年度予算額：3,552,055千円の内数】

経済産業省

○Twitter社では、自殺願望を表す用語
が検索された場合に、新たに提携し
た自殺防止支援のNPO法人の連絡先
が表示される新しいシステムを世界
に先立って構築した旨を公表

○Twitter社では、自殺願望を表す
用語が検索された場合に、新た
に提携した自殺防止支援のNPO
法人の連絡先が表示される新し
いシステムを世界に先立って構
築した旨を公表（平成30年1月17
日）

○Twitter社等による相談窓口への誘導の強化について
の自主的取組を支援する予定

○nanameueでは、有害情報の検出率
の向上を目指し、目視での監視の際
のNGワードを増加

○nanameueでは、有害情報の検
出率の向上を目指し、目視での
監視の際のNGワードを増加
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
2．インターネットを通じて自殺願望を発信する若者の心のケアに関する対策

（1）ICTを活用した相談機能の強化

①　ICTを活用した
相談機能の強化

厚生労働省
経済産業省

総務省

○検索事業者（6社）はすべて、PC及
びスマートフォンのポータルサイト
で「死にたい」等のキーワード検索
をしたユーザーに対し、検索結果の
最上段に厚生労働省のHPに掲載し
た相談窓口情報のページを掲出させ、
ユーザーを適切な支援につなげられ
るよう対応

○自殺願望を表す用語が検索され
た場合等に適切な相談窓口を案
内する取組の実施を検索事業者
に対して要請

○引き続き、検索事業者及びSNS事業者による自主的
な取組の状況についてフォローアップを継続すると
ともに、必要に応じて更なる取組強化の働きかけ等
を検討する予定

○SNS提供事業者は、自殺関連ワード
の検索をしたユーザーに対し、それ
ぞれが提携・パートナーシップと
なっている民間支援団体やNPO団体
の相談先を掲出したり、HPへ誘導
したりするなどの取組を実施

○自殺願望を表す用語が検索され
た場合等に適切な相談窓口を案
内する取組をSNS事業者に対し
て要請

○検索事業者、SNS提供事業者と
自殺対策関係NPO法人のつなぐ
場を開催し、取組の紹介や意見
交換を実施

○「検索サービスの健全な発展に
関する研究会」の臨時会合にお
いて、検索事業者と意見交換を
実施し、自殺予防に向けた事業
者間の連携強化を確認

○厚生労働省のHP（自殺対策の施
策情報ページ）において相談窓
口情報を整理。検索事業者（6
社）、SNS提供事業者（5社）に
対し、同HPへ誘導することにつ
いて検討を依頼

○検索事業者、SNS提供事業者へ
の個別ヒアリングにより、ICT
を活用した誘導・相談支援の取
組や課題についての情報交換を
実施

法務省

○自殺願望を表す用語が検索された場
合等にインターネット人権相談受付
窓口等を案内するなど、若者を効果
的に相談窓口につなげる支援等を促
進

○自殺願望を表す用語が検索され
た場合等にインターネット人権
相談受付窓口等を案内するなど、
若者を効果的に相談窓口につな
げる支援等を促進

○自殺願望を表す用語が検索された場合等にインター
ネット人権相談受付窓口等を案内するなど、若者を
効果的に相談窓口につなげる支援等を引き続き促進
する予定

【令和３年度予算額：3,552,024千円の内
数】

【令和４年度予算額：3,552,055千円の内数】

経済産業省

○Twitter社では、自殺願望を表す用語
が検索された場合に、新たに提携し
た自殺防止支援のNPO法人の連絡先
が表示される新しいシステムを世界
に先立って構築した旨を公表

○Twitter社では、自殺願望を表す
用語が検索された場合に、新た
に提携した自殺防止支援のNPO
法人の連絡先が表示される新し
いシステムを世界に先立って構
築した旨を公表（平成30年1月17
日）

○Twitter社等による相談窓口への誘導の強化について
の自主的取組を支援する予定

○nanameueでは、有害情報の検出率
の向上を目指し、目視での監視の際
のNGワードを増加

○nanameueでは、有害情報の検
出率の向上を目指し、目視での
監視の際のNGワードを増加
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
○アップランドでは、自殺関連ワード

を含む書き込みを送受信した場合、
警告文を出すようにシステムをアッ
プグレード

○アップランドでは、自殺関連
ワードを含む書き込みを送受信
した場合、警告文を出すように
システムをアップグレード

○グリー、Facebook Japan、DeNA、
ミクシイでは、青少年ネット利用環
境整備協議会の緊急提言に沿った対
応を実施

○ グ リ ー、Facebook Japan、
DeNA、ミクシイでは、青少年
ネット利用環境整備協議会の緊
急提言に沿った対応を実施

総務省

○ソーシャルメディアの活用に関する
タスクフォース（TF-NotAlone）の
枠組みの下で、SNS上の既存のプッ
シュ型の発信サービスに関する情報
をタクスフォースにて共有済

○ソーシャルメディアの活用に関
す る タ ス ク フ ォ ー ス（TF-
NotAlone）の枠組みの下で、内
閣官房、厚生労働省、文部科学
省と連携し、SNS上の既存の
プッシュ型の発信サービスに関
する情報整理を実施

○引き続き、ソーシャルメディアの活用に関するタス
クフォース（TF-NotAlone）の枠組みの下で、SNS
上の既存のプッシュ型の発信サービスに関する情報
整理を必要に応じ実施予定

○上記枠組みの下で、内閣官房、厚生
労働省、文部科学省と連携し、SNS
を含む検索連動型の相談窓口案内に
係る有効なキーワードや窓口の追加
に係る事業者との連携構築と事業者
へ働きかけを実施

○上記枠組みの下で、SNSを含む
検索連動型の相談窓口案内に係
る有効なキーワードや窓口の追
加に係る事業者との連携構築と
事業者へ働きかけを実施

○引き続き、上記枠組みの下で、内閣官房、厚生労働
省、文部科学省と連携し事業者との連携構築と事業
者へ働きかけについて必要に応じ取組を実施

○上記枠組みの下で、事業者団体を通
じ各加盟事業者に対して自殺を誘引
する投稿禁止に関する利用規約の明
記徹底の呼びかけ

○上記枠組みの下で、事業者団体
を通じ各加盟事業者に対して自
殺を誘引する投稿の禁止に関す
る利用規約の明記徹底の呼びか
け

○引き続き、上記枠組みの下で、事業者団体を通じ各
加盟事業者に対して自殺を誘引する投稿禁止に関す
る利用規約の明記徹底を必要に応じ呼びかける予定

厚生労働省

○厚生労働省Webサイト「まもろうよ
こころ」での電話やSNS等の相談窓
口の紹介や、支援情報検索サイト・
ゲートキーパーなどの自殺対策の取
組情報の発信

○自治体の周知協力もあり、支援
を必要としている人が適切な支
援策に辿り着くためのツールと
して活用され始めていると評価

○ユーザー数（R3：121,575人、R2：120,612人、R1：
53,070人）

○PV数（R3：360,070PV、R2：376,891PV、R1：
213,745PV）

○地方自治体を通じて「支援情報検索サイト」の更な
る活用と普及を促進予定

○検索事業者・SNS事業者に対する、
上記内容の周知と自殺につながる用
語の検索が行われた際の同Webサイ
トへの誘導に関する依頼

○検索事業者・SNS事業者に対し
て、上記内容を周知するととも
に、自殺につながる用語の検索
が行われた場合、同Webサイト
への誘導を行うこと等を依頼

○関係省庁と連携し、事業者への働きかけを継続予定

○厚生労働省Webサイトのスマート
フォン対応などの若者向け改善

○平成30年度の若者に向けた効果
的な自殺対策に関する先駆的実
践事業において、検索連動型広
告による相談窓口への誘導方法
について、効果測定・検証を実
施

○先駆的実践事業の実施結果を踏まえた効果的な事業
を検討予定

【令和３年度予算額：本省費　64,219千
円の内数】

【令和３年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,781,088千円の内数】

【令和４年度予算額：本省費　64,219千円の内数】
【令和４年度予算額：地域自殺対策強化交付金　

2,872,236千円の内数】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
○アップランドでは、自殺関連ワード

を含む書き込みを送受信した場合、
警告文を出すようにシステムをアッ
プグレード

○アップランドでは、自殺関連
ワードを含む書き込みを送受信
した場合、警告文を出すように
システムをアップグレード

○グリー、Facebook Japan、DeNA、
ミクシイでは、青少年ネット利用環
境整備協議会の緊急提言に沿った対
応を実施

○ グ リ ー、Facebook Japan、
DeNA、ミクシイでは、青少年
ネット利用環境整備協議会の緊
急提言に沿った対応を実施

総務省

○ソーシャルメディアの活用に関する
タスクフォース（TF-NotAlone）の
枠組みの下で、SNS上の既存のプッ
シュ型の発信サービスに関する情報
をタクスフォースにて共有済

○ソーシャルメディアの活用に関
す る タ ス ク フ ォ ー ス（TF-
NotAlone）の枠組みの下で、内
閣官房、厚生労働省、文部科学
省と連携し、SNS上の既存の
プッシュ型の発信サービスに関
する情報整理を実施

○引き続き、ソーシャルメディアの活用に関するタス
クフォース（TF-NotAlone）の枠組みの下で、SNS
上の既存のプッシュ型の発信サービスに関する情報
整理を必要に応じ実施予定

○上記枠組みの下で、内閣官房、厚生
労働省、文部科学省と連携し、SNS
を含む検索連動型の相談窓口案内に
係る有効なキーワードや窓口の追加
に係る事業者との連携構築と事業者
へ働きかけを実施

○上記枠組みの下で、SNSを含む
検索連動型の相談窓口案内に係
る有効なキーワードや窓口の追
加に係る事業者との連携構築と
事業者へ働きかけを実施

○引き続き、上記枠組みの下で、内閣官房、厚生労働
省、文部科学省と連携し事業者との連携構築と事業
者へ働きかけについて必要に応じ取組を実施

○上記枠組みの下で、事業者団体を通
じ各加盟事業者に対して自殺を誘引
する投稿禁止に関する利用規約の明
記徹底の呼びかけ

○上記枠組みの下で、事業者団体
を通じ各加盟事業者に対して自
殺を誘引する投稿の禁止に関す
る利用規約の明記徹底の呼びか
け

○引き続き、上記枠組みの下で、事業者団体を通じ各
加盟事業者に対して自殺を誘引する投稿禁止に関す
る利用規約の明記徹底を必要に応じ呼びかける予定

厚生労働省

○厚生労働省Webサイト「まもろうよ
こころ」での電話やSNS等の相談窓
口の紹介や、支援情報検索サイト・
ゲートキーパーなどの自殺対策の取
組情報の発信

○自治体の周知協力もあり、支援
を必要としている人が適切な支
援策に辿り着くためのツールと
して活用され始めていると評価

○ユーザー数（R3：121,575人、R2：120,612人、R1：
53,070人）

○PV数（R3：360,070PV、R2：376,891PV、R1：
213,745PV）

○地方自治体を通じて「支援情報検索サイト」の更な
る活用と普及を促進予定

○検索事業者・SNS事業者に対する、
上記内容の周知と自殺につながる用
語の検索が行われた際の同Webサイ
トへの誘導に関する依頼

○検索事業者・SNS事業者に対し
て、上記内容を周知するととも
に、自殺につながる用語の検索
が行われた場合、同Webサイト
への誘導を行うこと等を依頼

○関係省庁と連携し、事業者への働きかけを継続予定

○厚生労働省Webサイトのスマート
フォン対応などの若者向け改善

○平成30年度の若者に向けた効果
的な自殺対策に関する先駆的実
践事業において、検索連動型広
告による相談窓口への誘導方法
について、効果測定・検証を実
施

○先駆的実践事業の実施結果を踏まえた効果的な事業
を検討予定

【令和３年度予算額：本省費　64,219千
円の内数】

【令和３年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,781,088千円の内数】

【令和４年度予算額：本省費　64,219千円の内数】
【令和４年度予算額：地域自殺対策強化交付金　

2,872,236千円の内数】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】

②　SNS等を活用し
た相談対応の強化

文部科学省

○地方公共団体に対するSNS等を活用
した児童生徒向けの相談体制の構築
支援

○いじめを含む様々な悩みに関す
る児童生徒の相談に関して、
SNS等を活用する利点・課題等
について検討を行うため、平成
29年７月に有識者会議を開催

○平成30年３月、「SNS等を活用し
た相談体制の構築に関する当面
の考え方（最終報告）」を取りま
とめ

○支援自治体（R3：67自治体、R2：30自治体、R1：
30自治体）

○SNS等を活用した相談事業として、引き続き地方公
共団体の相談体制の構築に対する支援を実施予定

○相談体制の整備に対する支援 ○相談体制の整備に対する支援を
実施

○相談体制の整備に対する支援を実施予定

【令和３年度予算額：5,278百万円の内数】 【令和４年度予算額：5,581百万円の内数】

厚生労働省

○広く若者一般を対象としたSNS相談
事業

○SNS相談事業では、若者を含め、
対面や電話でのコミュニケー
ションが苦手な人を相談につな
げることができるようになった

（相談者の８割以上が10代・20代）

○SNS相談支援団体数（R2：4団体、R1：8団体）
○SNS相談件数（R2：63,028件、R1：45,106件）

○ガイドラインを活用し、引き続き、SNS相談事業を
実施予定。その際、地域の具体的な社会資源へのつ
なぎに留意するとともに、実施団体の定期的な会合
により事業の改善を図る予定

○SNS相談の支援ノウハウを集約
したガイドラインを平成31年３月
に公表

○平成30年10月からは、相談事業
実施団体に生活困窮者自立支援
制度における自立相談支援機関
一覧を提供するとともに、都道
府県等の生活困窮者自立支援制
度主管部局等に対して相談事業
実施団体を周知

【令和３年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,781,088千円の内数】

【令和４年度予算額：地域自殺対策強化交付金　
2,872,236千円の内数】

内閣府

○地方公共団体における「子ども・若
者総合相談センター」としての機能
を担う体制の確保

○地方公共団体における「子ど
も・若者総合相談センター」と
しての機能を担う体制の確保

○設置地域数（R3：109、R2：96、R1：92）
※令和2年度までは設置地域数、令和3年度からは設置

地方公共団体数を記載

○引き続き、地方公共団体における「子ども・若者総
合相談センター」としての機能を担う体制の確保を
推進する予定

○子ども・若者総合相談センターとし
ての機能を向上させる取組（SNSを
活用した相談、助言等の取組の試行
とその結果の共有）の支援

○都道府県及び政令指定都市設置
の子ども・若者総合相談セン
ターにおいてSNSを活用した相
談等を導入する方法を検討し、
結果を地方公共団体等に共有

【令和３年度予算額：33,223千円の内数】 【令和４年度予算額：54,242千円の内数】
（2）若者の居場所づくりの支援等

①　新たな居場所づ
くりのモデルの作
成

厚生労働省

○生活困窮者自立支援法に基づく、生
活困窮世帯の子どもに対する学習支
援や居場所づくり、生活習慣・育成
環境の改善に関する助言等を行う子
どもの学習・生活支援事業

○生活困窮者自立支援法に基づく
子どもの学習・生活支援事業に
おいて、学習支援、居場所の提
供、高校生の中退防止等の取組
を実施

○参加者数（R2：約3.9万人、R1：約5.7万人、H30：
約3.3万人）

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮世帯の子
どもに対し、学習支援や居場所づくりに加えて、生
活習慣・育成環境の改善に関する助言等を行う子ど
もの学習・生活支援事業を行う予定

【令和３年度予算額：総額550億円の内数】 【令和４年度予算額：総額594億円の内数】
○学校や家庭に居場所のない若者への

対応も含めた複合的な課題を抱える
生活困窮者に対する包括的かつ継続
的な支援を行う相談支援員等を養成
する研修

○学校や家庭に居場所のない若者
への対応も含めた複合的な課題
を抱える生活困窮者に対する包
括的かつ継続的な支援を行う相
談支援員等を養成する研修を実
施

○学校や家庭に居場所のない若者への対応も含め、複
合的な課題を抱える生活困窮者に対する包括的かつ
継続的な支援を行う相談支援員等を養成する研修を
実施するために必要な予算を要求予定

【令和３年度予算額：0.6億円】 【令和４年度予算額：0.6億円】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】

②　SNS等を活用し
た相談対応の強化

文部科学省

○地方公共団体に対するSNS等を活用
した児童生徒向けの相談体制の構築
支援

○いじめを含む様々な悩みに関す
る児童生徒の相談に関して、
SNS等を活用する利点・課題等
について検討を行うため、平成
29年７月に有識者会議を開催

○平成30年３月、「SNS等を活用し
た相談体制の構築に関する当面
の考え方（最終報告）」を取りま
とめ

○支援自治体（R3：67自治体、R2：30自治体、R1：
30自治体）

○SNS等を活用した相談事業として、引き続き地方公
共団体の相談体制の構築に対する支援を実施予定

○相談体制の整備に対する支援 ○相談体制の整備に対する支援を
実施

○相談体制の整備に対する支援を実施予定

【令和３年度予算額：5,278百万円の内数】 【令和４年度予算額：5,581百万円の内数】

厚生労働省

○広く若者一般を対象としたSNS相談
事業

○SNS相談事業では、若者を含め、
対面や電話でのコミュニケー
ションが苦手な人を相談につな
げることができるようになった

（相談者の８割以上が10代・20代）

○SNS相談支援団体数（R2：4団体、R1：8団体）
○SNS相談件数（R2：63,028件、R1：45,106件）

○ガイドラインを活用し、引き続き、SNS相談事業を
実施予定。その際、地域の具体的な社会資源へのつ
なぎに留意するとともに、実施団体の定期的な会合
により事業の改善を図る予定

○SNS相談の支援ノウハウを集約
したガイドラインを平成31年３月
に公表

○平成30年10月からは、相談事業
実施団体に生活困窮者自立支援
制度における自立相談支援機関
一覧を提供するとともに、都道
府県等の生活困窮者自立支援制
度主管部局等に対して相談事業
実施団体を周知

【令和３年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,781,088千円の内数】

【令和４年度予算額：地域自殺対策強化交付金　
2,872,236千円の内数】

内閣府

○地方公共団体における「子ども・若
者総合相談センター」としての機能
を担う体制の確保

○地方公共団体における「子ど
も・若者総合相談センター」と
しての機能を担う体制の確保

○設置地域数（R3：109、R2：96、R1：92）
※令和2年度までは設置地域数、令和3年度からは設置

地方公共団体数を記載

○引き続き、地方公共団体における「子ども・若者総
合相談センター」としての機能を担う体制の確保を
推進する予定

○子ども・若者総合相談センターとし
ての機能を向上させる取組（SNSを
活用した相談、助言等の取組の試行
とその結果の共有）の支援

○都道府県及び政令指定都市設置
の子ども・若者総合相談セン
ターにおいてSNSを活用した相
談等を導入する方法を検討し、
結果を地方公共団体等に共有

【令和３年度予算額：33,223千円の内数】 【令和４年度予算額：54,242千円の内数】
（2）若者の居場所づくりの支援等

①　新たな居場所づ
くりのモデルの作
成

厚生労働省

○生活困窮者自立支援法に基づく、生
活困窮世帯の子どもに対する学習支
援や居場所づくり、生活習慣・育成
環境の改善に関する助言等を行う子
どもの学習・生活支援事業

○生活困窮者自立支援法に基づく
子どもの学習・生活支援事業に
おいて、学習支援、居場所の提
供、高校生の中退防止等の取組
を実施

○参加者数（R2：約3.9万人、R1：約5.7万人、H30：
約3.3万人）

○生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮世帯の子
どもに対し、学習支援や居場所づくりに加えて、生
活習慣・育成環境の改善に関する助言等を行う子ど
もの学習・生活支援事業を行う予定

【令和３年度予算額：総額550億円の内数】 【令和４年度予算額：総額594億円の内数】
○学校や家庭に居場所のない若者への

対応も含めた複合的な課題を抱える
生活困窮者に対する包括的かつ継続
的な支援を行う相談支援員等を養成
する研修

○学校や家庭に居場所のない若者
への対応も含めた複合的な課題
を抱える生活困窮者に対する包
括的かつ継続的な支援を行う相
談支援員等を養成する研修を実
施

○学校や家庭に居場所のない若者への対応も含め、複
合的な課題を抱える生活困窮者に対する包括的かつ
継続的な支援を行う相談支援員等を養成する研修を
実施するために必要な予算を要求予定

【令和３年度予算額：0.6億円】 【令和４年度予算額：0.6億円】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
○令和２年６月に改正された社会福祉法

に基づき、市町村において、地域住
民の複合・複雑化した支援ニーズに
対応する包括的な支援体制を整備す
るため、対象者の属性を問わない相
談支援、多様な参加支援、地域づく
りに向けた支援を一体的に行う重層
的支援体制整備事業（任意事業）を
実施

○住民の身近な圏域で地域住民等
が主体的に地域生活課題を把握
して解決を試みることができる
環境を整備するため、住民が気
軽に立ち寄ることができる居場
所や活動拠点を設置する取組を
支援する等のモデル事業を実施

○実施事例数（R2：279自治体、R1：208自治体）
○重層的支援体制整備事業実施数（R3：42自治体）
○重層的支援体制整備事業への移行準備事業実施数
（R3：234自治体）

○市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援
ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、
対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、
地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援
体制整備事業（任意事業）を実施

【令和３年度予算額：総額76億円の内数】 【令和４年度予算額：総額232億円の内数】
○全国の地方公共団体へ自殺対策に資

する若者の居場所づくりに関する好
事例の提供

○実践的調査研究事業において、
有識者を集めた検討会を実施す
るとともに、若者の居場所に関
するヒアリング等を実施

○地域自殺対策強化交付金を活用した
居場所づくりのモデル事業

○居場所づくりのモデル事業を実
施

○居場所づくりのモデル事業の取組を踏まえた全国的
な展開を検討予定

【令和３年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,781,088千円の内数】

【令和４年度予算額：地域自殺対策強化交付金　
2,872,236千円の内数】

文部科学省

○学校におけるSOSの出し方に関する
教育の推進

○学校におけるSOSの出し方に関
する教育の推進を求める通知を、
文部科学省・厚生労働省の連名
で発出（平成30年1月23日）

○引き続き、学校におけるSOSの出し方に関する教育
の推進を「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協
議会」等において周知予定

②　学校との直接の
つながりを有さな
い若者の支援の推
進

厚生労働省

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等における、担当者制に
よるきめ細かな支援

○わかものハローワーク、新卒応
援ハローワーク等において、担
当者制によるきめ細かな支援を
着実に実施

○わかものハローワークで就職支援を受けた者の就職
率（R3：77.3%、R2：72.1%、R1：89.4%）【目標値：
83%以上】

○就職支援ナビゲーターの支援による正社員就職者数
（R3：16.3万人、R2：15.9万人、R1：18.4万人）【目
標値：17.2万人以上】

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等に
おいて、担当者制によるきめ細かな支援を着実に実
施予定

【令和３年度予算額：130.6億円の内数】 【令和４年度予算額：115.6億円の内数】
○地域若者サポートステーションにお

ける、学校等との連携によるアウト
リーチ型の相談等を活用した高校中
退者等への切れ目ない支援

○地域若者サポートステーション
において、学校等との連携によ
り、アウトリーチ型の相談等を
活用して高校中退者等への切れ
目ない支援を着実に実施

○地域若者サポートステーションで就職支援を受けた
者の就職率（R3：68.8%、R2：61.7%、R1：67.0%）

【目標値：60%以上】

○地域若者サポートステーションにおいて、学校等と
の連携によるアウトリーチ型の相談等を活用し、高
校中退者等への切れ目ない支援を着実に実施予定

【令和３年度予算額：52億円の内数】 【令和４年度予算額：47億円の内数】

文部科学省

○高校中退者等を対象に、地域資源
（高校、サポステ、ハローワーク等）
を活用しながら社会的自立を目指し、
高等学校卒業程度の学力を身に付け
させるための学習相談及び学習支援
等を実施する地方公共団体の取組を
支援する事業を実施

○各採択自治体において、それぞ
れの地域が抱える課題や活用で
きる資源に応じ、ハローワーク
や地域若者サポートステーショ
ン等と連携した支援を実施

○委託・補助団体（R3：6団体、R2：5団体、R1：5団
体）

○引き続き、高校中退者等に対する学習支援・学習相
談等を実施する地方公共団体への支援を実施予定

【令和３年度予算額：５百万円】 【令和４年度予算額：10百万円】
③　子ども・若者の

自殺対策の更なる
推進

厚生労働省
関係省庁

資料１－１の11 同　　左
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
○令和２年６月に改正された社会福祉法

に基づき、市町村において、地域住
民の複合・複雑化した支援ニーズに
対応する包括的な支援体制を整備す
るため、対象者の属性を問わない相
談支援、多様な参加支援、地域づく
りに向けた支援を一体的に行う重層
的支援体制整備事業（任意事業）を
実施

○住民の身近な圏域で地域住民等
が主体的に地域生活課題を把握
して解決を試みることができる
環境を整備するため、住民が気
軽に立ち寄ることができる居場
所や活動拠点を設置する取組を
支援する等のモデル事業を実施

○実施事例数（R2：279自治体、R1：208自治体）
○重層的支援体制整備事業実施数（R3：42自治体）
○重層的支援体制整備事業への移行準備事業実施数
（R3：234自治体）

○市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援
ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、
対象者の属性を問わない相談支援、多様な参加支援、
地域づくりに向けた支援を一体的に行う重層的支援
体制整備事業（任意事業）を実施

【令和３年度予算額：総額76億円の内数】 【令和４年度予算額：総額232億円の内数】
○全国の地方公共団体へ自殺対策に資

する若者の居場所づくりに関する好
事例の提供

○実践的調査研究事業において、
有識者を集めた検討会を実施す
るとともに、若者の居場所に関
するヒアリング等を実施

○地域自殺対策強化交付金を活用した
居場所づくりのモデル事業

○居場所づくりのモデル事業を実
施

○居場所づくりのモデル事業の取組を踏まえた全国的
な展開を検討予定

【令和３年度予算額：地域自殺対策強化
交付金　2,781,088千円の内数】

【令和４年度予算額：地域自殺対策強化交付金　
2,872,236千円の内数】

文部科学省

○学校におけるSOSの出し方に関する
教育の推進

○学校におけるSOSの出し方に関
する教育の推進を求める通知を、
文部科学省・厚生労働省の連名
で発出（平成30年1月23日）

○引き続き、学校におけるSOSの出し方に関する教育
の推進を「児童生徒の自殺予防に関する普及啓発協
議会」等において周知予定

②　学校との直接の
つながりを有さな
い若者の支援の推
進

厚生労働省

○わかものハローワーク、新卒応援ハ
ローワーク等における、担当者制に
よるきめ細かな支援

○わかものハローワーク、新卒応
援ハローワーク等において、担
当者制によるきめ細かな支援を
着実に実施

○わかものハローワークで就職支援を受けた者の就職
率（R3：77.3%、R2：72.1%、R1：89.4%）【目標値：
83%以上】

○就職支援ナビゲーターの支援による正社員就職者数
（R3：16.3万人、R2：15.9万人、R1：18.4万人）【目
標値：17.2万人以上】

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等に
おいて、担当者制によるきめ細かな支援を着実に実
施予定

【令和３年度予算額：130.6億円の内数】 【令和４年度予算額：115.6億円の内数】
○地域若者サポートステーションにお

ける、学校等との連携によるアウト
リーチ型の相談等を活用した高校中
退者等への切れ目ない支援

○地域若者サポートステーション
において、学校等との連携によ
り、アウトリーチ型の相談等を
活用して高校中退者等への切れ
目ない支援を着実に実施

○地域若者サポートステーションで就職支援を受けた
者の就職率（R3：68.8%、R2：61.7%、R1：67.0%）

【目標値：60%以上】

○地域若者サポートステーションにおいて、学校等と
の連携によるアウトリーチ型の相談等を活用し、高
校中退者等への切れ目ない支援を着実に実施予定

【令和３年度予算額：52億円の内数】 【令和４年度予算額：47億円の内数】

文部科学省

○高校中退者等を対象に、地域資源
（高校、サポステ、ハローワーク等）
を活用しながら社会的自立を目指し、
高等学校卒業程度の学力を身に付け
させるための学習相談及び学習支援
等を実施する地方公共団体の取組を
支援する事業を実施

○各採択自治体において、それぞ
れの地域が抱える課題や活用で
きる資源に応じ、ハローワーク
や地域若者サポートステーショ
ン等と連携した支援を実施

○委託・補助団体（R3：6団体、R2：5団体、R1：5団
体）

○引き続き、高校中退者等に対する学習支援・学習相
談等を実施する地方公共団体への支援を実施予定

【令和３年度予算額：５百万円】 【令和４年度予算額：10百万円】
③　子ども・若者の

自殺対策の更なる
推進

厚生労働省
関係省庁

資料１－１の11 同　　左
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
3．インターネット上の有害環境から若者を守るための対策

（1）教育・啓発・相談の強化

内閣府
警察庁
総務省

経済産業省

○令和４年２月１日～５月31日まで実施し
た「春のあんしんネット・新学期一
斉行動」で、関係省庁、地方公共団
体、関係団体、関係事業者が連携し
たスマートフォンやSNS等の安全・
安心な利用のための啓発活動

○「公益社団法人日本PTA全国協
議会」を始め、都道府県青少年
関係部局等に対し、協力依頼文
を発出

○ラジオ放送を始めとした各種政
府広報により、広報啓発活動を
集中的に展開

○令和５年２月１日～５月31日までの間、「春のあんしん
ネット・新学期一斉行動」を実施予定

内閣府

○政府広報の各種広報媒体を用いた
SNSを含むインターネット犯罪被害
防止等の広報啓発

○政府広報の各種広報媒体を用い
て、SNSを含むインターネット
犯罪被害防止等の広報啓発を実
施

○政府広報の各種広報媒体を用いて、SNSを含むイン
ターネット犯罪被害防止等の広報啓発を実施予定

○子どもがインターネットを上手に・
安全に使うスキルを習得するための
普及啓発リーフレット集や青少年の
イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 環 境 づ く り
フォーラムの開催について、関係省
庁、都道府県・政令市、関係団体等
に対する周知のほか、内閣府Webサ
イト等あらゆる広報媒体を通じて広
く広報啓発

○子どもがインターネットを上手
に・安全に使うスキルを習得す
るための普及啓発リーフレット
集や青少年のインターネット利
用環境づくりフォーラムの開催
について、関係省庁、都道府
県・政令市、関係団体等に対す
る周知のほか、内閣府Webサイ
ト等あらゆる広報媒体を通じて
広く広報啓発を実施

○子どもがインターネットを上手に・安全に使うスキ
ルを習得するための普及啓発リーフレット集や青少
年のインターネット利用環境づくりフォーラムの開
催について、関係省庁、都道府県・政令市、関係団
体等に対する周知のほか、内閣府Webサイト等あら
ゆる広報媒体を通じて広く広報啓発を実施予定

総務省

○携帯電話事業者各社や販売代理店に
よるフィルタリング利用推進のため
のチラシの作成や店頭での配布等を
通じた丁寧な説明の推進、携帯電話
事業者等によるインターネットの安
心・安全な利用に係る啓発講座の実
施推進

○携帯電話事業者各社や販売代理
店によるフィルタリング利用推
進のためのチラシの作成や店頭
での配布等を通じた丁寧な説明
の推進、携帯電話事業者等によ
るインターネットの安心・安全
な利用に係る啓発講座の実施を
推進

○大手携帯事業者等において、引き続きリテラシーの
向上等に関する取組を実施予定

○例年、「春のあんしんネット・新学
期一斉行動」期間において、総務省
は、携帯電話事業者等の情報通信関
連企業や各種団体と連携して、SNS
の安全な利用等インターネットを安
全に利活用できるようにするための
インターネットリテラシーの向上や
フィルタリングの利用推進に向けた
各種取組を推進

法務省

○「無料通信アプリ等を使用したいじ
め」や「リベンジポルノ」の問題な
どを盛り込んだ啓発冊子を活用した
人権啓発活動の実施と、法務省ホー
ムページに取組を掲載すること等を
通した周知広報

○取組状況欄に掲げた取組を通じ
て、青少年のインターネットリ
テラシー向上に関する効果的な
人権啓発活動を実施

○「無料通信アプリ等を使用したいじめ」や「リベン
ジポルノ」の問題などを盛り込んだ啓発冊子を活用
して人権啓発活動を実施するとともに、この取組に
ついて、法務省ホームページに掲載するなどの周知
広報を実施予定

○全国の法務局における上記冊子を活
用した人権啓発活動
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】
3．インターネット上の有害環境から若者を守るための対策

（1）教育・啓発・相談の強化

内閣府
警察庁
総務省

経済産業省

○令和４年２月１日～５月31日まで実施し
た「春のあんしんネット・新学期一
斉行動」で、関係省庁、地方公共団
体、関係団体、関係事業者が連携し
たスマートフォンやSNS等の安全・
安心な利用のための啓発活動

○「公益社団法人日本PTA全国協
議会」を始め、都道府県青少年
関係部局等に対し、協力依頼文
を発出

○ラジオ放送を始めとした各種政
府広報により、広報啓発活動を
集中的に展開

○令和５年２月１日～５月31日までの間、「春のあんしん
ネット・新学期一斉行動」を実施予定

内閣府

○政府広報の各種広報媒体を用いた
SNSを含むインターネット犯罪被害
防止等の広報啓発

○政府広報の各種広報媒体を用い
て、SNSを含むインターネット
犯罪被害防止等の広報啓発を実
施

○政府広報の各種広報媒体を用いて、SNSを含むイン
ターネット犯罪被害防止等の広報啓発を実施予定

○子どもがインターネットを上手に・
安全に使うスキルを習得するための
普及啓発リーフレット集や青少年の
イ ン タ ー ネ ッ ト 利 用 環 境 づ く り
フォーラムの開催について、関係省
庁、都道府県・政令市、関係団体等
に対する周知のほか、内閣府Webサ
イト等あらゆる広報媒体を通じて広
く広報啓発

○子どもがインターネットを上手
に・安全に使うスキルを習得す
るための普及啓発リーフレット
集や青少年のインターネット利
用環境づくりフォーラムの開催
について、関係省庁、都道府
県・政令市、関係団体等に対す
る周知のほか、内閣府Webサイ
ト等あらゆる広報媒体を通じて
広く広報啓発を実施

○子どもがインターネットを上手に・安全に使うスキ
ルを習得するための普及啓発リーフレット集や青少
年のインターネット利用環境づくりフォーラムの開
催について、関係省庁、都道府県・政令市、関係団
体等に対する周知のほか、内閣府Webサイト等あら
ゆる広報媒体を通じて広く広報啓発を実施予定

総務省

○携帯電話事業者各社や販売代理店に
よるフィルタリング利用推進のため
のチラシの作成や店頭での配布等を
通じた丁寧な説明の推進、携帯電話
事業者等によるインターネットの安
心・安全な利用に係る啓発講座の実
施推進

○携帯電話事業者各社や販売代理
店によるフィルタリング利用推
進のためのチラシの作成や店頭
での配布等を通じた丁寧な説明
の推進、携帯電話事業者等によ
るインターネットの安心・安全
な利用に係る啓発講座の実施を
推進

○大手携帯事業者等において、引き続きリテラシーの
向上等に関する取組を実施予定

○例年、「春のあんしんネット・新学
期一斉行動」期間において、総務省
は、携帯電話事業者等の情報通信関
連企業や各種団体と連携して、SNS
の安全な利用等インターネットを安
全に利活用できるようにするための
インターネットリテラシーの向上や
フィルタリングの利用推進に向けた
各種取組を推進

法務省

○「無料通信アプリ等を使用したいじ
め」や「リベンジポルノ」の問題な
どを盛り込んだ啓発冊子を活用した
人権啓発活動の実施と、法務省ホー
ムページに取組を掲載すること等を
通した周知広報

○取組状況欄に掲げた取組を通じ
て、青少年のインターネットリ
テラシー向上に関する効果的な
人権啓発活動を実施

○「無料通信アプリ等を使用したいじめ」や「リベン
ジポルノ」の問題などを盛り込んだ啓発冊子を活用
して人権啓発活動を実施するとともに、この取組に
ついて、法務省ホームページに掲載するなどの周知
広報を実施予定

○全国の法務局における上記冊子を活
用した人権啓発活動
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】

法務省

○「春の安心ネット・新学期一斉行動」
の趣旨に基づく、若者のインター
ネットリテラシーの向上に重点を置
いた各法務局・地方法務局における
啓発活動

【令和３年度予算額：3,552,024千円の内
数】

【令和４年度予算額：3,552,055千円の内数】

文部科学省
経済産業省

総務省

○「インターネットの安全利用に関す
る研修の実施について」の事務連絡
を発出を通した教育委員会・学校等
の生徒指導や教育相談、情報モラル
教育等の関係教職員に対する研修等
の充実化

○「インターネットの安全利用に
関する研修の実施について」の
事務連絡を教育委員会等に対し
て発出（令和3年2月12日）し、
生徒指導や教育相談、情報モラ
ル教育等の関係教職員に対する
研修等の充実を図る取組を促進

○引き続き、生徒指導、教育相談、情報モラル教育等
の関係教職員に対する研修等の充実を図るための取
組を促進予定

○都道府県・指定都市教育委員会等の
生徒指導や教育相談、情報モラル教
育等に関する既存の研修等における、
インターネットの安全利用について
研修を実施している「インターネッ
ト安全教室」の講師派遣

○都道府県・指定都市教育委員会
等の生徒指導や教育相談、情報
モラル教育等に関する既存の研
修等において、インターネット
の安全利用について研修を実施
している「インターネット安全
教室」の講師を派遣

○都道府県・指定都市教育委員会等の生徒指導、教育
相談、情報モラル教育等に関する既存の研修等にお
いて、インターネットの安全利用について研修を実
施している「インターネット安全教室」等の講師を
活用するなどして、研修内容の充実を図る予定

○全国の総合通信局等、市区町村、市
区町村教育委員会及び関係機関・団
体へのe-ネットキャラバンの周知

○例年、総務省・文部科学省の連
名で、『「e-ネットキャラバン講
座」の推進について（情報提供
等）』の事務連絡を教育委員会等
に対して発出（令和２年２月26日
付、令和３年２月１日付、令和４年３
月31日付）

○講座内容の更新、令和２年度から
新たにオンラインで受講できる
等の受講方法の選択肢の拡大を
実施

○実施件数（R3：2,559件、R2：1,208件、R1：2,660
件）

○参加者数（R3：約40万人、R2：約14万人、R1：約
39万人）

○引き続き、総務省、文部科学省及び通信関係団体等
が連携し、子どもたちのインターネットの安心・安
全な利用に向けて、保護者・教職員及び児童生徒を
対象とした啓発講座の周知を実施予定

文部科学省

○教育委員会等における一斉行動期間
中の各種教育・啓発の取組

○教育委員会等に対し、一斉行動
期間中の学校・地域におけるス
マートフォン等の安心・安全な
利用のための教育・啓発の実施
を依頼（令和4年1月）

○引き続き、教育委員会等における一斉行動期間中の
各種教育・啓発の取組を実施予定

○児童生徒がいつでもどこでも情報モ
ラ ル に つ い て 学 ぶ こ と が で き る
e-learningコンテンツ等を作成・公
開

○児童生徒がいつでもどこでも情
報モラルについて学ぶことがで
きるe-learningコンテンツ等を作
成・公開

○情報モラル教育の充実に向けて、情報モラルを含む
情報活用能力ポータルサイト等を作成・公開予定

【令和3年度予算額：情報モラル教育推
進事業　54百万円の内数】

【令和4年度予算額：情報モラル教育推進事業　55百万
円の内数】

○情報モラル教育担当指導主事や各学
校における、生徒指導にかかわる教
員等を対象とした、学校における情
報モラル教育の指導力の向上を図る
セミナー等の実施

○情報モラル教育指導者セミナー
を開催し、学校における情報モ
ラルの指導の徹底を要請

○実施回数（R3：3回、R2：４回、R1：4回）
○参加者数（R3：1,868名、R2：400名）

○引き続き、各種会議やセミナー等において、学校に
おける情報モラルの指導の徹底を要請予定

【令和3年度予算額：情報モラル教育推
進事業　54百万円の内数】

【令和4年度予算額：情報モラル教育推進事業　55百万
円の内数】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】

法務省

○「春の安心ネット・新学期一斉行動」
の趣旨に基づく、若者のインター
ネットリテラシーの向上に重点を置
いた各法務局・地方法務局における
啓発活動

【令和３年度予算額：3,552,024千円の内
数】

【令和４年度予算額：3,552,055千円の内数】

文部科学省
経済産業省

総務省

○「インターネットの安全利用に関す
る研修の実施について」の事務連絡
を発出を通した教育委員会・学校等
の生徒指導や教育相談、情報モラル
教育等の関係教職員に対する研修等
の充実化

○「インターネットの安全利用に
関する研修の実施について」の
事務連絡を教育委員会等に対し
て発出（令和3年2月12日）し、
生徒指導や教育相談、情報モラ
ル教育等の関係教職員に対する
研修等の充実を図る取組を促進

○引き続き、生徒指導、教育相談、情報モラル教育等
の関係教職員に対する研修等の充実を図るための取
組を促進予定

○都道府県・指定都市教育委員会等の
生徒指導や教育相談、情報モラル教
育等に関する既存の研修等における、
インターネットの安全利用について
研修を実施している「インターネッ
ト安全教室」の講師派遣

○都道府県・指定都市教育委員会
等の生徒指導や教育相談、情報
モラル教育等に関する既存の研
修等において、インターネット
の安全利用について研修を実施
している「インターネット安全
教室」の講師を派遣

○都道府県・指定都市教育委員会等の生徒指導、教育
相談、情報モラル教育等に関する既存の研修等にお
いて、インターネットの安全利用について研修を実
施している「インターネット安全教室」等の講師を
活用するなどして、研修内容の充実を図る予定

○全国の総合通信局等、市区町村、市
区町村教育委員会及び関係機関・団
体へのe-ネットキャラバンの周知

○例年、総務省・文部科学省の連
名で、『「e-ネットキャラバン講
座」の推進について（情報提供
等）』の事務連絡を教育委員会等
に対して発出（令和２年２月26日
付、令和３年２月１日付、令和４年３
月31日付）

○講座内容の更新、令和２年度から
新たにオンラインで受講できる
等の受講方法の選択肢の拡大を
実施

○実施件数（R3：2,559件、R2：1,208件、R1：2,660
件）

○参加者数（R3：約40万人、R2：約14万人、R1：約
39万人）

○引き続き、総務省、文部科学省及び通信関係団体等
が連携し、子どもたちのインターネットの安心・安
全な利用に向けて、保護者・教職員及び児童生徒を
対象とした啓発講座の周知を実施予定

文部科学省

○教育委員会等における一斉行動期間
中の各種教育・啓発の取組

○教育委員会等に対し、一斉行動
期間中の学校・地域におけるス
マートフォン等の安心・安全な
利用のための教育・啓発の実施
を依頼（令和4年1月）

○引き続き、教育委員会等における一斉行動期間中の
各種教育・啓発の取組を実施予定

○児童生徒がいつでもどこでも情報モ
ラ ル に つ い て 学 ぶ こ と が で き る
e-learningコンテンツ等を作成・公
開

○児童生徒がいつでもどこでも情
報モラルについて学ぶことがで
きるe-learningコンテンツ等を作
成・公開

○情報モラル教育の充実に向けて、情報モラルを含む
情報活用能力ポータルサイト等を作成・公開予定

【令和3年度予算額：情報モラル教育推
進事業　54百万円の内数】

【令和4年度予算額：情報モラル教育推進事業　55百万
円の内数】

○情報モラル教育担当指導主事や各学
校における、生徒指導にかかわる教
員等を対象とした、学校における情
報モラル教育の指導力の向上を図る
セミナー等の実施

○情報モラル教育指導者セミナー
を開催し、学校における情報モ
ラルの指導の徹底を要請

○実施回数（R3：3回、R2：４回、R1：4回）
○参加者数（R3：1,868名、R2：400名）

○引き続き、各種会議やセミナー等において、学校に
おける情報モラルの指導の徹底を要請予定

【令和3年度予算額：情報モラル教育推
進事業　54百万円の内数】

【令和4年度予算額：情報モラル教育推進事業　55百万
円の内数】
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】

文部科学省

○スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーの配置に係る経
費補助による学校の教育相談体制の
充実

○ニッポン一億総活躍プラン等に
おいて平成31年度までにスクー
ルソーシャルワーカーを全ての
中学校区（1万中学校区）に、ス
クールカウンセラーを全公立小
中学校（27,500校）に配置する
ことを目標とし、令和元年度以
降はそのための予算を計上

○スクールソーシャルワーカーの対応中学校区（R2：
7,520校区、R1：7,343校区）【目標：全ての中学校区

（1万中学校区）】
○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R2：

26,686校、R1：28,690校）【目標：全ての公立小中学
校（27,500校）】

○スクールカウンセラー等を活用した教育プログラム
の実施を支援予定

○教育相談体制の更なる充実に向け、スクールカウン
セラー等活用事業を計上

【令和３年度予算額：7,483百万円の内数】 【令和４年度予算額：7,978百万円の内数】

警察庁

○インターネット利用を通じた児童の
犯罪被害を防止するため、最近の被
害事例や相談窓口等を盛り込んだ
リーフレットを作成し警察庁ウェブ
サイトに掲載するとともに、都道府
県警察を通じて児童、保護者等に配
布（令和４年２月）

○インターネット利用を通じた児
童の犯罪被害を防止するため、
最近の被害事例や相談窓口等を
盛り込んだリーフレットやDVD
等を作成するなどで広報啓発活
動を推進

○警察庁において、児童の犯罪被害を防止するための
広報啓発リーフレットを作成予定

【令和３年度予算額：0.5百万円】 【令和４年度予算額：0.5百万円】
○子供の性被害等に関する相談窓口を

案内する「ぴったり相談窓口」を警
察庁ウェブサイトに掲載し、適切な
相談窓口を紹介

○子供の性被害等に関する相談窓
口を案内する「ぴったり相談窓
口」を警察庁ウェブサイトに掲
載し、適切な相談窓口を紹介

○都道府県警察等において、引き続き、広報啓発活動
を実施予定

（2）改正青少年インターネット環境整備法の早期施行

経済産業省
内閣府
総務省

○改正法に基づく事業者による青少年
確認義務等の実施の徹底

○改正法に基づく事業者による青
少年確認義務等の実施を徹底

○改正法に基づく事業者による青少年確認義務等の実
施を徹底予定

○改正法に基づく保護者への携帯電話
端末等の使用者が青少年である旨の
申出義務等の周知啓発

○改正法に基づき、保護者に携帯
電話端末等の使用者が青少年で
ある旨の申出義務があること等
の周知啓発

○改正法に基づき、保護者に携帯電話端末等の使用者
が青少年である旨の申出義務があること等の周知啓
発予定

○令和4年1月、「ICT社会へ送り出す前
のサポートをするために保護者がお
さえておきたい4つのポイント（生
徒編）」と題した、中高生の保護者
向けの普及啓発リーフレットを作成
し、都道府県教育委員会や青少年関
係部局等に配布するとともに、内閣
府Webサイトに公開

○青少年の適切なインターネット利用
を促進するため、普及啓発に係る
フォーラムを開催（栃木県、群馬県
及び大阪府）

リーフレット
○配布先数（R3：287箇所、R2：288箇所、R1：277箇

所）
○ 配 布 部 数（R3：56,500部、R2：56,500部、R1：

52,000部）
フォーラム
○実施回数（R3：３箇所、R2：3箇所、R1：3箇所）
○参加者数（R3：1,505人、R2：326人、R1：約400人）
※R2、3の参加者数は、動画視聴者数を含む

○フィルタリング利用促進のための啓
発動画を作成・公表（令和２年度～）

○フィルタリングのページを含むイン
ターネットに係るトラブル事例の予
防法等をまとめた「インターネット
ト ラ ブ ル 事 例 集 」 を 作 成・ 公 表

（2020年版、2021年版、2022年版）

○フィルタリング等の青少年保護
に係る取組の普及促進のための
啓発等を継続的に実施

○フィルタリング等の青少年保護に係る取組の普及促
進のための啓発等を継続的に実施予定

経済産業省

○改正法においてフィルタリングに関
する義務が課される携帯電話の製造
事業者に対する早期施行の要請、対
応確認

○改正法においてフィルタリング
に関する義務が課される携帯電
話の製造事業者に対する早期施
行の要請、対応確認

○インターネット接続機器の製造事業者及びOS開発
事業者が法改正の趣旨を理解し、義務等を履行でき
るよう支援予定
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再発防止策 担当省庁
実施状況

令和３年度の主な取組状況
【令和３年度予算額】 これまでの取組の成果の評価 これまでの取組の実績値

【目標値】
今後の課題と令和４年度の実施予定

【令和４年度予算額】

文部科学省

○スクールカウンセラーやスクール
ソーシャルワーカーの配置に係る経
費補助による学校の教育相談体制の
充実

○ニッポン一億総活躍プラン等に
おいて平成31年度までにスクー
ルソーシャルワーカーを全ての
中学校区（1万中学校区）に、ス
クールカウンセラーを全公立小
中学校（27,500校）に配置する
ことを目標とし、令和元年度以
降はそのための予算を計上

○スクールソーシャルワーカーの対応中学校区（R2：
7,520校区、R1：7,343校区）【目標：全ての中学校区

（1万中学校区）】
○スクールカウンセラーの対応公立小中学校（R2：

26,686校、R1：28,690校）【目標：全ての公立小中学
校（27,500校）】

○スクールカウンセラー等を活用した教育プログラム
の実施を支援予定

○教育相談体制の更なる充実に向け、スクールカウン
セラー等活用事業を計上

【令和３年度予算額：7,483百万円の内数】 【令和４年度予算額：7,978百万円の内数】

警察庁

○インターネット利用を通じた児童の
犯罪被害を防止するため、最近の被
害事例や相談窓口等を盛り込んだ
リーフレットを作成し警察庁ウェブ
サイトに掲載するとともに、都道府
県警察を通じて児童、保護者等に配
布（令和４年２月）

○インターネット利用を通じた児
童の犯罪被害を防止するため、
最近の被害事例や相談窓口等を
盛り込んだリーフレットやDVD
等を作成するなどで広報啓発活
動を推進

○警察庁において、児童の犯罪被害を防止するための
広報啓発リーフレットを作成予定

【令和３年度予算額：0.5百万円】 【令和４年度予算額：0.5百万円】
○子供の性被害等に関する相談窓口を

案内する「ぴったり相談窓口」を警
察庁ウェブサイトに掲載し、適切な
相談窓口を紹介

○子供の性被害等に関する相談窓
口を案内する「ぴったり相談窓
口」を警察庁ウェブサイトに掲
載し、適切な相談窓口を紹介

○都道府県警察等において、引き続き、広報啓発活動
を実施予定

（2）改正青少年インターネット環境整備法の早期施行

経済産業省
内閣府
総務省

○改正法に基づく事業者による青少年
確認義務等の実施の徹底

○改正法に基づく事業者による青
少年確認義務等の実施を徹底

○改正法に基づく事業者による青少年確認義務等の実
施を徹底予定

○改正法に基づく保護者への携帯電話
端末等の使用者が青少年である旨の
申出義務等の周知啓発

○改正法に基づき、保護者に携帯
電話端末等の使用者が青少年で
ある旨の申出義務があること等
の周知啓発

○改正法に基づき、保護者に携帯電話端末等の使用者
が青少年である旨の申出義務があること等の周知啓
発予定

○令和4年1月、「ICT社会へ送り出す前
のサポートをするために保護者がお
さえておきたい4つのポイント（生
徒編）」と題した、中高生の保護者
向けの普及啓発リーフレットを作成
し、都道府県教育委員会や青少年関
係部局等に配布するとともに、内閣
府Webサイトに公開

○青少年の適切なインターネット利用
を促進するため、普及啓発に係る
フォーラムを開催（栃木県、群馬県
及び大阪府）

リーフレット
○配布先数（R3：287箇所、R2：288箇所、R1：277箇

所）
○ 配 布 部 数（R3：56,500部、R2：56,500部、R1：

52,000部）
フォーラム
○実施回数（R3：３箇所、R2：3箇所、R1：3箇所）
○参加者数（R3：1,505人、R2：326人、R1：約400人）
※R2、3の参加者数は、動画視聴者数を含む

○フィルタリング利用促進のための啓
発動画を作成・公表（令和２年度～）

○フィルタリングのページを含むイン
ターネットに係るトラブル事例の予
防法等をまとめた「インターネット
ト ラ ブ ル 事 例 集 」 を 作 成・ 公 表

（2020年版、2021年版、2022年版）

○フィルタリング等の青少年保護
に係る取組の普及促進のための
啓発等を継続的に実施

○フィルタリング等の青少年保護に係る取組の普及促
進のための啓発等を継続的に実施予定

経済産業省

○改正法においてフィルタリングに関
する義務が課される携帯電話の製造
事業者に対する早期施行の要請、対
応確認

○改正法においてフィルタリング
に関する義務が課される携帯電
話の製造事業者に対する早期施
行の要請、対応確認

○インターネット接続機器の製造事業者及びOS開発
事業者が法改正の趣旨を理解し、義務等を履行でき
るよう支援予定
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